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〔論文審査の要旨〕 

 

本学位論文は、動学的パネルデータモデルの計量経済分析に関する理論的論文で構成されて

いる。具体的には、本学位論文は次の4つの章で構成されている。 

 

Chapter 1: Introduction 

Chapter 2: Double Filter Instrumental Variable Estimation of Panel Data Models with 

Weakly Exogenous Variables (joint with K. Hayakawa and J. Breitung) 

Chapter 3: Further Results on the Weak Instruments Problem of the System GMM Estimator 

in Dynamic Panel Data Models (joint with K. Hayakawa) 

Chapter 4:  Higher-Order Bias-Corrected Estimation of Heterogeneous Dynamic Panel  

Data Models 

 

Chapter 1では本学位論文の導入として、先行研究の簡単なサーベイと、本学位論文の位置

づけについて説明している。 

 

Chapter 2では動学的パネルデータモデルを特殊ケースとして含む、より一般的な線形回帰

モデルの操作変数推定量を提案している。既存のGMM推定量では、レベルの変数を操作変数と

して使うことが多いが、本章では、過去の平均からの偏差を取った変数を操作変数として提案

している。そして、その操作変数を使った操作変数(IV)推定量、一般化モーメント法(GMM)推

定量の漸近的な特性が導かれている。時間の長さTを固定して、クロスセクションのサンプル

サイズNを大きくする漸近分析の結果からは、提案されたIV・GMM推定量は、既存のIV・GMM

推定量と似たようなパフォーマンスを持つことを示している。また、TもNも両方とも大きく

なる漸近分析では、提案された IV 推定量は、バイアス修正された固定効果推定量と同じ漸近

分布を持つことを示している。 

 

 



 

Chapter 3では、動学的パネルデータモデルの推定量の１つである、システムGMM推定量の

性質について考察している。先行研究では、システムGMM推定量は、個別効果の分散が誤差項

の分散よりも大きいときに弱い操作変数の問題が生じることが示されているが、その解決方法

がわかっていなかった。本章では、ある種のGLS変換をレベルモデルに施すことで、その弱い

操作変数の問題が解決できることを示している。 

 

Chapter 4ではクロスセクションごとに異なる係数を持つ動学的パネルデータモデルについ

て考察している。Chapter 2,3では回帰係数はクロスセクションごとに同一であると仮定して

いたが、このChapter 4で扱っているモデルは、その仮定を緩めている。クロスセクションご

とに係数が異なる場合、Tが小さいと係数を一致推定できないため、ある程度Tが大きい必要

がある。しかしながら、実際に利用可能なパネルデータはTがそれほど大きくない場合がある。

そのような場合、既存の平均グループ推定量は大きいバイアスを持つことが分かっている。そ

こで、この章では2次までのオーダーまで考慮したバイアス修正平均グループ推定量を提案し

ている。 

 

以上が本学位論文の要旨であるが、Chapter 2 は国際学会である The 11th International 

Symposium on Econometric Theory and Applications(SETA2015)で報告され、Chapter 3 は

査読付き雑誌への投稿を目指して更なる改訂を行っている。また、Chapter 4は査読付き雑誌

であるEmpirical Economics Lettersに単著で既に出版されている。 

 

以上，審査の結果，本論文の著者は博士（経済学）の学位を授与される十分な資格があるも

のと認められる。 

 

 

  備考  要旨は，1,500字以内とする｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


